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タイの小売流通の変化と発展過程について 
 
田口 冬樹 
 
１、はじめに 
 
近年、小売流通の世界で、複数の国々を商圏として、本国からよりも国外からの売上高の割
合を拡大させようとするグローバルリテーラーの出現と発展が目立つようになってきた。そう
した企業の動きはタイの市場でもその例外ではない。今回のチェンマイとバンコクの視察調査
を通して、タイの流通事情について考察することができた。ここでは、外資系小売企業で構成
されるグローバルリテーラーの進出と発展が地元資本の小売企業や在来市場に対して与えた影
響関係、それに農村地域の振興策としての OTOP（タイ版一村一品）の流通チャネル開拓を含
め、その流通発展のプロセスについて検討を加えていきた。 
 
２、通貨危機以前の小売流通の歴史と特徴 
 
タイの小売流通の変化には、大きく 2つの流れが確認できる。それは 1997年のタイ通貨（バー
ツ）危機の以前の流通と危機を経過した以降の流通に分けて考察することができる。それまで
長い間、タイの小売流通は伝統的には生鮮食料品や日用雑貨を扱う在来市場（タラート）や中
小商店の集積によって担われてきた。こうしたタイの小売流通が変化しだしたのは、1960 年代
になって、バンコクの人口が急速に増加し、都市化が進んだことと関係している。なかでも中
印戦争中にタイに駐留していたアメリカ軍の軍人の増加やそうした需要に応えるためスーパー
マーケットが導入され、セルフサービス方式での食料品や日用雑貨品の販売それにワンストッ
プショッピングの買物行動がタイの一般の人々にも注目されるようになった。注 1） 
タイの大型小売業は、地元小売資本での百貨店業態を中心に発展してきた。セントラル百貨
店は創業が 1957 年と最も古く、70 年代にかけて老舗の百貨店としてのトップの地位を確保し
てきた。それに 20 年以上遅れて 79 年に創業したのがロビンソン百貨店であり、セントラル百
貨店が高級店の位置づけに対してロビンソン百貨店は中級店として主に地方に出店することで
発展してきた。この 2 つの百貨店は 95 年に同じ持ち株会社の傘下に入って統合され、セント
ラル（・ロビンソン）・グループが形成される。80 年には不動産開発から参入したザ・モール・
グループが 80 年代の土地開発ブームを背景に急成長し、97 年さらには 2005 年にそれぞれ高
級百貨店エンポリアムとサイアム・バラゴンをオープンし、業界 2 番手の地位を維持している。
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こうした地元の二大百貨店グループが発展する中で、64 年にはバンコクではじめて外資系百貨
店として日本の大丸（98 年撤退）が店舗をオープンしている。規模は小さかったが、王室や貴
族などの富裕層の支持を得ていた。注 2） 
これを契機に、84 年そごう（2001 年撤退）、85 年に東急百貨店（マーブンクローンという
ショッピングセンターの核店舗）さらには 92 年には伊勢丹（セントラル・ワールドプラザと
いうショッピングセンターの核店舗）など日本の百貨店が相次いで進出する。85 年のプラザ合
意を受けて、日本の円や韓国のウォンの対ドル・レートが急激に上昇し、日本や韓国の企業が
海外に生産拠点を移す動きが活発になり、タイへの工場進出が急増する。そうした背景を受け
て、日本人の増加に加えて、タイの中間層の購買力が形成されて（当時の中間層のシェアはお
およそ 10－15％と見られる）注 3）、百貨店やショッピングセンターの建設が目立つようになった。
タイで最初の外資系量販店の進出は 84 年にジャスコ（イオン）によって行われている。翌年
にはスーパーマーケットのフジスーパーが進出しており、91 年には阪急がスーパーマーケット
を、96 年には西友がスーパーマーケットを展開している。80 年代半ばから 90 年代半ばにかけ
て、日本の百貨店やスーパーがタイに集中的に出店する動きが出現したのも、タイのサイドか
らの出店要請を受けていた理由もあるが、こうした中間層形成にともなう需要動向と関連して
いたと考えられる。ちなみに、ジャスコの場合は、1983 年に現地の映画館チェーンを経営する
ハリウッド・ストリート・センター社から合弁設立をもちかけられ、84 年 12 月ジャスコ 49％、
ハリウッド社 51％の出資比率でサイアム・ジャスコを設立している。85 年に日本と同じ形態
の大型総合スーパーや 87 年には食品スーパーの出店を契機に 2 つの業態を展開する。注 4） 
この時期は、フランスからオ・プランタンなど日本以外からの参入も行われ百貨店出店ブー
ムが起こった。しかし大丸もオ・プランタンも日本とフランスからそれぞれこの国に最初に進
出した外資系百貨店でありながら、当初は近代的経営方法や店舗設備の目新しさで注目された
ものの、現地の顧客の嗜好に十分に適応することなく、競争の激化を背景に撤退を余儀なくさ
れている。注 5） 
これまでの分析で言えることは、外資系小売業の動向として、80 年代から 97 年の通貨危機
以前は、ヨーロッパ系の外資系小売企業の出店に比較して、とりわけ日系小売企業の進出が量
的に目立っていたことである。しかし、その後の日系の百貨店や量販店の進出には目立った動
きがなく、通貨危機を受けて新たな局面に直面する。 
 
３、通貨危機以降の小売流通の発展 
 
97 年の通貨危機以降、タイの小売流通は大きな変化に直面する。この時期タイの経済は混乱
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に陥って、都市部での失業者の農村部への移動がみられ、注 6）消費者の購買力が低下し、小売部
門の縮小や外資系の百貨店の撤退が相次いで起こった。それまでタイでは、80 年代から 90 年
代にかけてアメリカ資本以外の外資がタイ小売企業の 49％を超えて資本を保有することを制
限しており、また合弁会社で働く外国人の人数や滞在期間を制限して、自国資本の保護を図る
ねらいから種々の制約を設けていたルールを改め、97 年の経済危機以降はこうした規制を緩和
することとなった。WTO（世界貿易機関）や IMF（国際通貨基金）の圧力もあって 99 年には
外国企業によるタイ企業の株式保有や外国人労働者に対する制限は撤廃された。政府は、経済
危機から立ち直らせる方法として、外資の積極的受け入れによって、国内資本の不足を補い経
済の活性化を図ろうとした。注 7） 
90 年代は、ヨーロッパからの新業態を携えた企業の動きが目立つようになっていく。欧米系
小売企業の進出のきっかけをつくったのは、CP（チャランポカパン）グループであるといわれ
ている。80 年代から 90 年代初頭にかけて、農業（飼料生産・養鶏）を中心として不動産や金
融などを対象にコングロマリットを展開してきた地元資本の CP グループは、小売部門のいっ
そうの多角的展開のためにマクロ（オランダ）、デレーズ（ベルギー：撤退済み）、セブンイレ
ブン（アメリカ）などを誘致していた。これに対して、同じく地元資本のセントラル・グルー
プではすでに述べたように百貨店業態に加えて、新たな小売業態を海外から導入するため、カ
ルフール（フランス：株式譲渡済み）、アホールド（オランダ：撤退済み）、ファミリーマート
（日本）と組むことで、外資との合弁やフランチャイズ権の取得などにより小売業態の多角化
を展開してきた。注 8） 
これらのグループ企業の新業態は、当時低収益に陥っており、通貨危機以降に外資に株式の
売却や経営の支援を求める動きが現れる。すでに、新興市場として成長が期待されていたタイ
への参入を図りつつあったヨーロッパの外資系小売企業は通貨危機を拡大のチャンスと捉えて
積極的な投資行動に出た。注 9） 
89年にはオランダの会員制ホールセールクラブであるマクロがCPグループと合弁会社を設
立したが、2002 年にはマクロが 90％まで出資比率を高めている。同じくオランダのスーパー
マーケット、アホールドは 95 年には地元資本のスーパーマーケットチェーン、トップスの 49％
の株式を取得しており（その後、2004 年には一度手放したセントラル・グループがトップスを
買い戻している）、1998 年にはイギリスのスーパーマーケットが地元のハイパーマーケットを運
営するロータスを買収し、テスコ・ロータスとして現地法人での経営を行うまでになった。注 10） 
ここで新たな外資系小売企業がハイパーマーケットや会員制ホールセールクラブといった新
業態を携え、合弁方式を取りながらもタイの既存の小売企業の出資分株式を買い取り、事実上
は単独所有による経営に乗り出した。すでに進出していたヨーロッパのハイパーマーケットや
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スーパーマーケット企業は、合弁企業の相手の保有株を買い取り、タイの流通構造に大きな影
響力を発揮するまでになった。ここで経済危機はすでに進出済みの日系小売企業には規模の縮
小や撤退を引き起こし、この時期に本格的に進出してきたヨーロッパ系の小売企業には拡大の
チャンスを与えるという二重の役割を果たしていた。ファミリーマートやダイソーなどにみら
れるように日系小売業の中でも順調な発展を遂げているケースもあるが、傾向として通貨危機
後も、2001 年にはそごうの閉店、2005 年にイオンは会社更生法の適用を受けてこれまでの総
合スーパー業態を断念し主軸をスーパーマーケットへ転換するなど、進出からそれぞれ 17年、
20 年を経過しながらも日系小売企業の低迷は続いている。タイでは相続税制がないため、バン
コクを中心にかなりの富裕層も少なからず存在しており、またこの 10 年間でも中間層の台頭
も目立つようになってきたが注 11）、依然として所得格差や地域格差といった貧富の差が解消さ
れているわけではない。タイの中間層の消費拡大は、東南アジア諸国のなかで順調な発展を示
しているシンガポールとは対照的にスローペースであることも指摘されている。ヨーロッパ系
のディスカウントを強調したハイパーマーケットやスーパーセンター、あるいは買い物金額の
比較的小さいコンビニエンスストアや均一価格でディスカウントを強調した 60バーツ・ショッ
プが支持される理由もこうした点にあるのかもしれない。 
 
４、小売流通の競争構造と需要動向 
 
それまで土地利用規制のないタイでは、バンコクを中心に、外資系小売企業のグローバル
フォーマットをベースとした新業態を大都市の特定エリアに集中的に出店する動きが目立って
いた。スーパーマーケット、ハイパーマーケット、会員制ホールセールクラブ、コンビニエン
スストアなどの新業態はすべてチェーンベースで展開されており、その上位企業はすべて外資
系小売企業である。 
とくに、売上高の規模で見て、上位企業はディスカウント系の大型店を展開するテスコ・ロー
タス（イギリス：エクスチャイ・ディストリビューションシステム社）をトップに、ハイパー
マーケット業態を展開するカルフール（フランス）、フランスのカジノが展開するビッグＣ（フ
ランス、セントラル）、卸売をベースに小売を兼業する会員制ホールセールクラブのマクロ（オ
ランダ）の外資系 4 社によって上位が独占されており、次に小売売上高の多いのはセブンイレ
ブン（CP グループ）となっている。注 12）このような事情から東南アジアで最も外資の進出が進
み、小売市場の植民地支配が進んだ国とさえ評されるようになった。注 13） 
こうした外資系小売企業の勢力拡大は、地元の伝統的な在来市場、零細商店、卸売企業さら
には食品や日用品メーカーなどに大きな影響を与えることとなった。2000 年ごろから既存の零
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細商店主らによる政府に対する大型店への出店規制を求める動きが現れた。この結果、政府は
小売業法の制定と零細小売店支援のための共同仕入れ機構（ART 社）の設立を推進することに
なった。しかし、前者はヨーロッパ系の大型小売企業や地元の大型小売企業の反対にあって円
滑な実行ができず、2002 年 3 月に制定されたものの 11 月には内閣改造によって廃案に追い込
まれ、また後者もそれほどの成果を生むまでに至っていない。2004 年 7 月からはその法律に
代わって、従来よりも厳しいゾーニング規制が実施され、バンコクでは実質的に大型店の出店
にブレーキがかかるようになった。注 14） 
こうした大型店の出店の規制強化に対して、外資系大型小売企業の中には規制に抵触しない
小型店舗での出店に取り組む動きが現れて、ハイパーマーケットのテスコ・ロータスを運営す
るエクスチャイ・ディストリビューションシステム社では、ロータス・クムカー、タラート・
ロータス、ロータス・エクスプレスといった小型店を市街地を中心に出店しており、外資系で
ありながら自ら店のコンセプトにタラート（在来市場のこと）を打ち出した店舗開発により、
これまで小回りの効く品揃えやその近隣性ゆえにスーパーマーケットに優っていた本来の在来
市場のタラートの売上を奪おうとしている。しかも外資系大型店は大型店の出店をあきらめた
わけではない。こうした規制強化にもかかわらず、カルフールの場合は、2007 年 4 月にもチョ
ンブリ（Chon Buri）に 4 億タイバーツ（約 1 億 500 万米ドル）の投資規模で 7000 平方メー
トルの店舗をオープンしており、2008 年には 5 店舗の出店を計画しており、法規制の影響を
受けないと強気の発言をしている。さらに 2010 年までにディスカウントストアを現在のほぼ
倍の 57 店舗に増やす計画を発表している。注 15）新規出店の困難な地方都市にあっても、地元有
力業者との提携により建物の一部を賃貸して規制を受けずに出店を強行している。注 16） 
これまで長い歴史の中で発展してきた在来市場が近代的な小売流通の資本と方法に次第に駆
逐されていく姿は、かつての日本での流通革命を思い出させるが、果たして日本のように街並
みが中心市街地商店街のシャッター通りへ、伝統的な食料品店からチェーンベースのコンビニ
やスーパーマーケットに置き代わってしまうのだろうか。減少傾向にあるとはいえ、今日でも
タイの在来市場の存在は庶民の多様なニーズに迅速に対応し、所得格差や地域格差の大きなタ
イでは特に食料品の流通において依然として大きな役割を果たしている。しかし激化する競争
の中にあって、この場の後継者育成や経営改革が強く求められている。東南アジアの中でも外
資系小売業を軸にきわめて競争的な小売市場を形成しているといわれるタイでは、タイ独自の
流通の仕組みがどのように形成されるのか注視していきたい。 
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５、OTOP と流通チャネル開拓の必要性 
 
これまでタイの小売流通の発展過程を検討してきた。新旧の小売業態の展開に対して国内資
本、日系資本、ヨーロッパ系の資本が三つ巴で激しい競争を繰り広げている実態が確認できた。
こうした流通チャネルの発展に対する考察を踏まえて、タイ政府の肝いりで始まった農村地域
の振興策である OTOP（＝One Tambon One Product オートップ：日本で言う一村一品）を
この複数の流通チャネルと関連付けて、OTOP のマーケティングを強化する政策を最後に提案
しておきたい。 
タイ政府は 2001 年に、当時のタクシン首相が率いる愛国党の政権主導の下で、農村と都市
とのさまざまな格差を解消し貧困を克服する方法として、農村の自立と活性化を支援する運動
をスタートさせた。タイの国をあげての大規模プロジェクトは、ひとつの村（Tambon：県や
郡に次ぐ行政単位のこと）を拠点とした地域振興を目指したモノづくりを推進しており、タイ
各地にその活動は広がっている。その地域の特産品を他の地域や全国市場さらには海外に提供
しようというユニークな試みである。この運動の原点は、1979 年から始まった日本の大分県の
大分一村一品運動から影響を受け、当時大分県知事であった平松守彦氏が提唱したものをモデ
ルとして、タイの経済や地域産業の振興に役立てようとする活動である。大分県の場合は地方
自治体のレベルからの産業振興であるのに対して、タイの場合は政府主導の全国レベルでの地
域特産品の創造とそれによる農村開発政策となっている点である。大分県発の一村一品運動は、
グローバルな形での一村一品運動として、タイのほかにベトナム、カンボジア、モンゴルなど
アジアの国々加えて、さらにはアフリカなどの他の開発途上の国々にも導入されるようになっ
ている。タイの OTOP は、草の根主導を掲げながらも、実質的に中央政府主導で成果が具体化
しやすい有望な生産者への支援が目立ち、基盤の弱い、グローバルに手の届かない生産者が政
府支援から取り残されているといった指摘もある。2006 年 9 月のクーデーターによって、ス
ユラット政権に交代してから、OTOP のブランドは残すものの、地方産品に対しては名称が「地
方およびコミュニティ製品」（Local and Community Product）に変更され、プミポン国王が
提唱した「足るを知る経済」（充足経済）の考え方に影響され、ＯＴＯＰによる役割も高い成長
から安定成長にトーンが変わってきている。注 17） 
現地チェンマイで工業省所管注18） の Industrial Promotion Centerのセンター所長Veranant 
Neeladanuvongs 氏からの解説や討論、さらにはその地域で展開されている模型船の製作所と
シルバーウエアのアクセサリー工房を中心に視察を行った。2 つのケースは、生産者の経営規
模や生産設備の点から見ても、本格的な製造業の展開というよりも、農家の副業としての地域
ビジネスという印象をもった。OTOP の多くはこうしたケースが多いという。センターによる
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コンサルタント・サービスの対象は、生産、経営管理、人的資源開発、製品開発、パッケージ
ング、投資など多岐にわたっており、マーケティング面のサービスでは展示会やトレードフェ
アの運営、売手と買手の出会いの促進、それに製品のディスプレイや製品デザイン・コンテス
トのための広報活動を行っている。OTOP 製品としてのスタンダードがそれぞれ製品分野（食
品・飲料・繊維品・工芸品・装飾品など）ごとに設定されており、その基準をクリアすること
が前提となっている。実施結果として、2 つの効果をパワーポイントの画面で提示してくれた。
経済的効果としてコミュニティ製品の売上が 2001 年では 143，143 バーツが 2007 年では 51，
316，000 バーツになっており、物価の上昇などを別にして、358 倍の伸びを示している。社
会的効果として、地域の知恵を考慮して開発することやコミュニティにおける地元の原材料そ
れに労働力を活用している点を評価している。注 19）2003 年からは全国レベルで OTOP 製品の
品質向上を目指した OTOP 製品チャンピオン（OTOP Product Champion: OPC）という評価
制度によって、一定の品質や顧客満足水準などの基準を設定し OTOP 製品を 5 つ星のランキン
グにより評価し、生産者グループへの動機付けを行っている。しかし、現実は地方産品をめぐ
る模倣品の氾濫が目立っており、また生産者間の格差をどのように解消するか、地域ごとの製
品差別化をいかに実現するか、利益が生産者に独占され地域にその恩恵が還元されないなど課
題も多い。注 20） 
OTOP は政府の提供する展示会や各種のトレードフェアの流通チャネルが中心となってい
るが、これまで検討してきた複数の流通チャネルとどのようにリンクさせ浸透させるのか、そ
の開拓が大きな課題となっていると感じている。 
視察の過程で、販売量の増加があっても生産を拡大することはしないという発言を聞いて印
象に残っているが、グローバルな競争市場の中で、どこまで専門的なビジネスとして取り組め
るのか、収入の増加だけでなく家族の幸せや地域のつながりを大切にし、工場の従業員とは違
う点を強調している。この点が、タイの人々の考え方の本音や価値観になっているのかもしれ
ない。しかし、ビジネスとして取り組む以上は顧客のニーズと競争による選別から自由ではな
いわけで、経営方針や事業の目的をどのように位置づけているのか考えさせられた。 
価値観の違いや生き方の違いを反映してさまざまなビジネスの形態が存在する。もし本当に
売上を伸ばすことやそのための経営規模の拡大を図ろうとするなら、副業や兼業の形から専業
に移行する際の組織作りや有能な人材の育成・引き抜きなど行い、顧客ニーズの把握するため
に自ら営業スタッフを抱え、流通チャネル開拓やブランドの育成などのマーケティング努力を
強化する点が不可欠と考えるが、実態は必ずしもそこまで徹しようとする起業家や経営者は多
くはないのかもしれない。OTOP が農村地域振興に貢献していることも事実であるが、それが
どこまで地域づくりとして浸透するのかという課題を抱えている一方で、これまで検討してき
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た小売新業態の多様な展開の中で、OTOP 製品をいかに国内のみならず、世界に浸透させるの
か、そのような経営方針を持った経営者がどの程度育っているのか興味深いところである。 
年数回国内で OTOP フェアが開かれ、そこに出品される手順が紹介されているが、国内市場
を開拓する場合にも、OTOP の担当機関での市場開拓・流通ルート開拓はますます重要となっ
ており、また国際的な市場の開拓となると、より有効なチャネルの確立とその育成・維持が重
要な課題となる。すでにネット通販や外資系小売業の複数の店舗においても、こうした製品を
扱っている動きもある。商品によってチャネルの使い分けがブランド構築にとって不可欠であ
ることも事実であり、この点を踏まえて、どのような顧客のためにいかなる流通チャネルを開
拓するかをねらいに、国内の業態のみならず、グローバルなネットワークを活用した OTOP の
マーケティングがタイの起業家や経営者にとってますます重要な成功条件になっていると考え
られる。タイの小売流通において外資系小売企業が勢力を拡大する中で、OTOP のようなタイ
の地元のビジネスをいかに発展させることができるか、今後の動向を見守りたい。 
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